
阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 23 － 1 7

17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 7 項 1 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

基本構想(政策)
基本計画(施策)

主要施策

５．産業が発展するまちづくり
（２）商業の振興
（１）商工会の育成 ２ 非該当

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

根拠法令等

実施計画
１ 該当

臨時･嘱託職種

平成

正職員工数･経費

0
14,246

0.000
14,276

臨時･嘱託工数･経費 0.000

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

商工会の会員数

指標名

商工会の会員数の把握

0.350

12,160
12,160

予算費目
年度決算23

国 庫 支 出 金

目標

25平成

目標
実績

平成

14,219

2,086

0.000 0

12,160
12,160

2,059

12,160

年度予算 備考
商工振興費

年度決算
商工費

0.350
12,160

0.350

24

↑

地 方 債

平成

1000

会　　計 一般会計

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）

商業地の環境整備を図ります。

阿波市商工会の運営を補助します。

商工会の活動を育成指導します。

商工業の経営を支援します。

年度 最終目標年度計算式又は指標設定理由 年度 平成平成単位

事業の
対象・目的 目的（どうい

う状態にし
たいのか）

最終的 賑わいイベント等の実施や地域でのまちづくりを担う人材、商工会の運営・活動を支援します。

今年度 商工会の運営・活動を支援します。

対象（誰を、
何を）

阿波市商工会

部局名

総合計画

３ 全部委託
４ 補助等

平成
事業の開始・終了

５ 補助金・負担金・支援
６ 内部管理事務・その他

１ 直営
２ 一部委託

事業運営方法事業区分
１ ソフト事業
２ ハード事業

３ 経常的事務事業
４ 施設の維持管理

課名産業経済部

基本事務事業名 商工振興事務
商工観光課
事務事業名 商工会支援事業

期間設定なし

妹尾千恵子
シート作成日

商工費

平成25年6月27日
シート作成者名主務課長名 阿部　芳郎

平成

公的関与

800
事業者

目標

実績

1200
実績

1200
817

Ｄ
Ｏ

0

直接事業費

人件費（Ｂ）

一 般 財 源
計（Ａ）

県 支 出 金

全体事業費（Ａ＋Ｂ）

その他特定財源

2,116



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

総合評価
Ａ

阿波市商工会の会員事業所の継続及び活性化を図ることを目的として、経営支
援事業や地域振興事業等の事務がスムーズに図られるよう支援する必要があり
ます。

拡大・充実

各事業所が連携し、一致団結して、新しいアイデアなどを出し合い、活気あふれ
る商工会にすることです。

民間委託等

一次評価

縮小

当面の
課題

今後の
方向性

現状維持

商工業の振興に商工会の果たす役割は大である。商工会の現状は厳しく支援は
必要である。実行計画に沿って進めてください。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

民間委託等現状維持
統合/終期設定

方法改善 拡大・充実 方法改善
縮小廃止/休止 統合/終期設定

Ａ4
有効性必要性

4
達成度
3

効率性評価点
4

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

4
達成度
3

有効性
4 4

効率性

必
要
性

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

効
率
性

会員数が年々減少傾向にあり、
これからは新規会員獲得に向
け、時代に即したサービスの提
供が必要です。

阿波市商工会は、合併して４年
目を迎え、会員事業所の指導、
育成等を行い、補助金を交付し
ました。

二次評価一次評価の説明
商工会への経営、人材育成等を
支援しています。商工業団体に
補助することにより、県下一の阿
波市商工会の活性化に寄与で
きると思われます。

コスト削減の観点から見直しも
必要ですが、市商工業発展、推
進のため補助金としては効率的
であると考えます。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

１．効果に比べてコストが高い。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

チェック項目

有
効
性

達
成
度

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価
必要性

委員会
指摘事項

改革案
と実行
計画

廃止/休止

二次評価
総合評価

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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Ｎｏ． 23 － 2 7

17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 7 項 1 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 453 391 390

0.020 118
臨時･嘱託職種人件費（Ｂ）

正職員工数･経費 0.020 121 0.020 119

臨時･嘱託工数･経費 0.000 0 0.000

一 般 財 源 332 272 272
計（Ａ） 332 272 272

その他特定財源

県 支 出 金
地 方 債

商工振興費
平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成 25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 商工費 商工費
年度予算 備考

直接事業費

国 庫 支 出 金

実績
目標
実績
目標

80 80 80 →
実績 85 73

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

たばこ販売業者数 登録された販売店数 店
目標

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
日本たばこからの注意事項及び指示による売り上げ推進対策会議を支援します。

たばこの地元購買運動と推進を支援します。

未成年者喫煙防止運動の推進を支援します。

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

阿波市内消費者、たばこ小売組合

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 阿波市内のたばこ販売店の振興発展並びにたばこの市内消費の拡大に資することです。

今年度 阿波市内のたばこ販売店の振興発展並びにたばこの市内消費の拡大に資することです。

期間設定なし
主要施策 （１）商工会の育成 ２ 非該当 根拠法令等

総合計画
基本構想(政策) ５．産業が発展するまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （２）商業の振興 １ 該当 平成 平成

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

シート作成日 平成25年6月27日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 阿部　芳郎 シート作成者名 妹尾千恵子

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 商工振興事務 事務事業名 たばこ販売組合支援補助金 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援
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委員会
指摘事項

当面の
課題

近年たばこ販売業者が減少傾向であり、喫煙防止を呼びかけつつ、販売促進を
するという矛盾との共存の難しさがあります。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

未成年者の喫煙防止、喫煙による健康への影響等について、周知、理解の下、
たばこ販売組合への支援を行ってください。改革案

と実行
計画

阿波市内のたばこ販売業者合同で啓発運動等をしていきます。

現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

3 2 4 Ｃ
今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実

有効性 達成度 効率性 総合評価
3 3 2 4 Ｃ 3

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 たばこ販売売上促進を図るとと
もに、住民に対して健康に配慮
した喫煙について周知するな
ど、難しい現状の中、効率よく行
えています。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 健康重視・価格上昇のため喫煙
者は減少しつつあります。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 販売促進のＰＲをし未成年者喫
煙防止運動推進等を行っていま
す。２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

たばこ市内消費の拡大または未
成年者喫煙防止及び安心・安全
な社会生活を営むためにも必要
性が高いです。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない
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Ｎｏ． 23 － 3 7

17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 7 項 1 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 873 867 862

0.070 412
臨時･嘱託職種人件費（Ｂ）

正職員工数･経費 0.070 423 0.070 417

臨時･嘱託工数･経費 0.000 0 0.000

一 般 財 源 450 450 450
計（Ａ） 450 450 450

その他特定財源

県 支 出 金
地 方 債

商工振興費
平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成 25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 商工費 商工費
年度予算 備考

直接事業費

国 庫 支 出 金

実績
目標
実績
目標

100 100 100 ↑
実績 26 25

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

業種別講習会参加事業所数
相談事業所数により必要性
を見ます。

所
目標

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
業種別研修会・研究会の実施を支援します。

各業種による問題解決を支援します。

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

阿波市商工会

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的
小売・卸売業、建設業、製造業、サービス業等業種別に抱える問題を提起し、相互の交流によりその対策を検討、また専門家による
個別指導を行い、事業所の経営力アップを図ることを目的とします。

今年度 事業所の経営力向上を目的とします。

期間設定なし
主要施策 （１）商工会の育成 ２ 非該当 根拠法令等

総合計画
基本構想(政策) ５．産業が発展するまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （２）商業の振興 １ 該当 平成 平成

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

シート作成日 平成25年6月27日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 阿部　芳郎 シート作成者名 妹尾千恵子

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 商工振興事務 事務事業名 業種別重点指導対策事業補助金 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援
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委員会
指摘事項

当面の
課題

各業種における効果的な事業の活性化のチームワーク作りが構築できるかとい
うことです。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

実行計画に沿って進めてください。
改革案
と実行
計画

同じ業種ごとにアイデアを出し合えるチームワークづくりを目指し、魅力ある商工
業の活性化につながる支援を行います。

現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

3 2 2 Ｂ
今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実

有効性 達成度 効率性 総合評価
4 3 2 2 Ｂ 4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 成果がすぐに出ない事業である
ため判断が難しい状況ですが、
業種全体の向上に向け実施手
段を見直す余地があると思われ
ます。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 自企業の経営課題対応策及び
経営資源を活用した新たな経営
戦略の提案を受けたことによっ
て有効に活用できたと思います
が、成果がすぐに出ない事業で
あるため判断が難しい状況で
す。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 現在の事業は指導をうけた事業
所には有効であると考えます
が、業種全体の向上に至ってい
るとは言い難い状況です。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

商工会会員事業所に経営指導、
人材育成等支援しています。補
助することにより、阿波市商工会
の活性化に寄与できると思いま
す。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 23 － 4 7

17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 7 項 1 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 655 649 644

0.070 412
臨時･嘱託職種人件費（Ｂ）

正職員工数･経費 0.070 423 0.070 417

臨時･嘱託工数･経費 0.000 0 0.000

一 般 財 源 232 232 232
計（Ａ） 232 232 232

その他特定財源

県 支 出 金
地 方 債

商工振興費
平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成 25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 商工費 商工費
年度予算 備考

直接事業費

国 庫 支 出 金

実績
目標
実績
目標

3000 3000 3000 →
実績 1428 1409

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

青色申告相談件数
相談事業所数により必要性
を見ます。

件
目標

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
青色申告特別控除の適用を受けるための完全複式簿記の指導の支援を行います。

パソコン用会計ソフトの普及と指導の支援を行います。

講習会、講演会等の開催の支援を行います。

川島税連及び県連、前青色総連合等の事業への参加と協力の支援を行います。

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

阿波市商工会

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 青色申告者の指導育成並びに青色申告制度の普及拡大を支援します。

今年度 青色申告者の指導育成並びに青色申告制度の普及拡大を支援します。

期間設定なし
主要施策 （１）商工会の育成 ２ 非該当 根拠法令等

総合計画
基本構想(政策) ５．産業が発展するまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （２）商業の振興 １ 該当 平成 平成

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

シート作成日 平成25年6月27日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 阿部　芳郎 シート作成者名 妹尾千恵子

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 商工振興事務 事務事業名 商工振興補助金（青色申告） 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

委員会
指摘事項

当面の
課題

専門的知識が必要な青色申告相談事務がスムーズに図れるように支援すること
です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

商工会と連携し、青色申告の普及、啓発に努めてください。実行計画に沿って進
めてください。改革案

と実行
計画

阿波市青色申告会が内容を検討し活気ある申告会になるよう支援します。

現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

4 3 4 Ａ
今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実

有効性 達成度 効率性 総合評価
3 4 3 4 Ａ 3

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 会員事業所の経営継続及び発
展を図るために個別相談を中心
として積極的に各種の事業を実
施して効率よく実施できていま
す。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 ＩＴ時代に対応した経営、申告等
の指導、講習会・講演会を開催
するなど、時代に即したサービス
の提供ができています。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 相談指導、記帳継続指導の充
実、インターネット情報等の提供
などにより有効です。２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

中小企業者の指導育成、制度
の普及拡大、企業経営の健全な
発展を図るため必要です。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 23 － 5 7

17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 7 項 1 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 468 517 542

0.070 412
臨時･嘱託職種人件費（Ｂ）

正職員工数･経費 0.070 423 0.070 417

臨時･嘱託工数･経費 0.000 0 0.000

一 般 財 源 45 100 130
計（Ａ） 45 100 130

その他特定財源

２５年度より、補助対象借入限度
額を１，５００万円に拡充します。県 支 出 金

地 方 債

商工振興費
平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成 25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 商工費 商工費
年度予算 備考

直接事業費

国 庫 支 出 金

実績
目標
実績
目標

16 16 20 ↓
実績 16 16

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

利子補給件数
利子補給件数により経済支
援の有効性をみる。

件
目標

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
阿波市商工会・中小企業者の運営を支援します。

阿波市商工会・中小企業者の活動を育成指導します。

阿波市商工会・中小企業者の経営を支援します。

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

阿波市商工会加入中小企業

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 経営基盤の安定化を促進し、中小企業者の自己資金増大を図ります。

今年度 中小企業者の融資の利便性を図り、経営基盤の安定化を促進します。

期間設定なし
主要施策 （１）商工会の育成 ２ 非該当 根拠法令等

総合計画
基本構想(政策) ５．産業が発展するまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （２）商業の振興 １ 該当 平成 平成

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

シート作成日 平成25年6月27日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 阿部　芳郎 シート作成者名 妹尾千恵子

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 商工振興事務 事務事業名 商工業振興資金利子補給金 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

委員会
指摘事項

当面の
課題

中小企業への支援制度は必要です。金融相談に積極的に応じ、経営内容及び
資金使途に適応した有利な制度資金の斡旋指導、会員事業所の経営改善等が
これからの課題です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

中小企業への支援制度は必要です。より実効性のある制度内容を検討し、実行
計画に沿って進めてください。改革案

と実行
計画

貸付対策を検討し、アイデアを出し合い活気ある商工業者になることです。

現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

4 3 3 Ａ
今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実

有効性 達成度 効率性 総合評価
3 4 3 3 Ａ 3

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 商工会と連携し、事業者活性化
の支援として効率的です。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 平成２４年度は１６件の利子補
給を支援しました。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 商工会加入者に対する利子補
給として経営支援に有効です。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

小規模事業者に対する金融支
援の一環として商工業者の振興
発展を図ることを目的としていま
す。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 23 － 6 7

17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 7 項 1 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 783 777 772

0.070 412
臨時･嘱託職種人件費（Ｂ）

正職員工数･経費 0.070 423 0.070 417

臨時･嘱託工数･経費 0.000 0 0.000

一 般 財 源 360 360 360
計（Ａ） 360 360 360

その他特定財源

平成２４年６月２９日より『阿波麻
植広域商工業振興協議会』から
『阿波吉野川地区広域連携協議
会』に名称変更しています。

県 支 出 金
地 方 債

商工振興費
平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成 25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 商工費 商工費
年度予算 備考

直接事業費

国 庫 支 出 金

実績
目標
実績
目標
実績

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

数値設定になじまない
目標

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
協議会の運営を補助します。

商工業の運営を支援します。

広域経営改善普及事業の推進を支援します。

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

阿波吉野川地区商工会

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 阿波市、吉野川市の阿波吉野川地区広域の地域事業所と連携し、活性化、商工振興を図ることです。

今年度 阿波市、吉野川市の阿波吉野川地区広域の地域事業所と連携し、活性化、商工振興を図ることです。

期間設定なし
主要施策 （１）商工会の育成 ２ 非該当 根拠法令等

総合計画
基本構想(政策) ５．産業が発展するまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （２）商業の振興 １ 該当 平成 平成

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

シート作成日 平成25年6月27日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 阿部　芳郎 シート作成者名 妹尾千恵子

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 商工振興事務 事務事業名 阿波吉野川地区商工会広域連携協議会補助金 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

委員会
指摘事項

当面の
課題

阿波市、吉野川市の連携または事業内容の見直しが必要です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

地域経済の活性化に広域連携は必要です。両市とも、商工会合併が行われ、組
織体制も整い、新たな事業実施が期待されます。改革案

と実行
計画

阿波吉野川地区商工会広域連携協議会で協議しアイデアを出し合い活性化を
図ります。

現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

4 3 2 Ｂ
今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実

有効性 達成度 効率性 総合評価
3 3 3 4 Ｃ 3

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 効率よく実施できています。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 補助することにより、地域事業所
の活性化、職員の資質向上、地
域の振興に取り組みました。２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 商工業の活性化のため補助は
有効ですが、広域による事業内
容の検討が必要です。２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

補助することにより、商工会活性
化に寄与しています。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 23 － 7 8

17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 7 項 1 目 1

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 1,411 1,394 5,409

0.350 2,059
臨時･嘱託職種人件費（Ｂ）

正職員工数･経費 0.200 1,209 0.200 1,192

臨時･嘱託工数･経費 0.000 0 0.000

一 般 財 源 202 202 3,350
計（Ａ） 202 202 3,350

その他特定財源

２５年度より、阿波市観光協会か
ら支出していた４補助金を商工振
興費から支出します。（納涼祭、
やねこじき、大名行列、はなまつ
り）

県 支 出 金
地 方 債

商工振興費
平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成 25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 商工費 商工費
年度予算 備考

直接事業費

国 庫 支 出 金

実績
目標
実績
目標

14500 4500 4500 ↑
実績 3000 3000

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

イベント参加や観光客数 人
目標

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
切幡寺町振興事業（ほなけんど切幡）補助金

宮川内鯉のぼり掲揚事業補助金

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

阿波市商工会・市内団体

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 商工会や各種団体が実施するイベントを助成し、地域の活性化を図ります。

今年度 事業（イベント）のＰＲを積極的に実施し、商業の発展と観光客や参加者数の増加を図ります。

期間設定なし
主要施策 （１）商工会の育成 ２ 非該当 根拠法令等

総合計画
基本構想(政策) ５．産業が発展するまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （２）商業の振興 １ 該当 平成 平成

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

シート作成日 平成25年6月27日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 阿部　芳郎 シート作成者名 妹尾千恵子

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 商工振興事務 事務事業名 商工振興イベント実施補助金 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

委員会
指摘事項

当面の
課題

実施事業内容のマンネリ化を防ぐために再検討し新しいアイデアを取り入れる必
要があります。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

地域に密着したイベントは、地域に定着し、地域の活性化に効果があると思われ
ますが、内容の検討も必要です。改革案

と実行
計画

関係団体と協議し、事業を開催することにより地域の活性化と観光客の誘致を図
ります。

現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

3 3 3 Ａ
今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実

有効性 達成度 効率性 総合評価
4 3 3 3 Ａ 4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 補助金の額は必要経費に支出
されており、効率よく実施できて
います。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 事業を実施することにより地域
の活性化につながっています。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 事業を実施することにより阿波
市をＰＲする効果がありますが、
商業への貢献度には問題があり
ます。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

事業を実施することにより地域
の活性化を図ることができます。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 23 － 8 8

17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 7 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 20,795 17,989 18,367

0.210 1,235
臨時･嘱託職種人件費（Ｂ）

正職員工数･経費 0.210 1,269 0.210 1,252

臨時･嘱託工数･経費 0.000 0 0.000

一 般 財 源 19,526 16,737 17,132
計（Ａ） 19,526 16,737 17,132

その他特定財源

県 支 出 金
地 方 債

観光費
平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成 25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 商工費 商工費
年度予算 備考

直接事業費

国 庫 支 出 金

実績
目標

3 5
実績 3 3

観光キャンペーン
目標 3 3

10000 10000 10000 10000
実績 9000 10000

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

観光パンフレット配布数
目標

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
パンフレットの作成

観光キャンペーンの実施

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

観光客、市民

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 観光産業に携わる市民をはじめ、市全体が観光で潤うまちづくりを目指すため観光宣伝活動を実施します。

今年度

期間設定なし
主要施策 （５）観光ＰＲ活動の強化 ２ 非該当 根拠法令等

総合計画
基本構想(政策) ５．産業が発展するまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （４）観光の振興 １ 該当 平成 平成

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

シート作成日 平成25年6月27日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 阿部芳郎 シート作成者名 吉兼徹

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 観光振興事務 事務事業名 観光ＰＲ事業 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

委員会
指摘事項

当面の
課題

より一層の観光客の誘致するために現在の状況を把握する。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

商工会・観光協会等市内の各種団体と連携し、さらには、隣接市町との連携も図
りながら事業を進めてください。改革案

と実行
計画

昨年度実施したアンケートを基に、有効的に観光客の誘致ができるよう検討す
る。

現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

3 3 3 Ａ
今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実

有効性 達成度 効率性 総合評価
4 3 3 2 Ｂ 4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 人員について不足している。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 パンフレットの配布・イベントの
開催などは予定どおりです。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 観光客の増加と特産品の販売
促進により、地域経済の活性化
が図れる。２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

観光情報を積極的に発信するこ
とにより、産業の活性化が図れ
る

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 23 － 9 7

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 7 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 8,718 13,937 8,119

0.150 882
臨時･嘱託職種人件費（Ｂ）

正職員工数･経費 0.150 907 0.150 894

臨時･嘱託工数･経費 0.000 0 0.000

一 般 財 源 7,461 12,693 6,854
計（Ａ） 7,811 13,043 7,237

0 0
その他特定財源 105 105 138

0 0 0
県 支 出 金 245 245 245
地 方 債 0

観光費
平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成 25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 商工費 商工費
年度予算 備考

直接事業費

国 庫 支 出 金

実績
目標
実績
目標

0 0 0 0
実績 1 1

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

施設に係るクレーム数／年 回
目標

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
観光施設の整備

観光施設の清掃

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

観光客・市民

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 市内観光施設の維持管理などを行うことにより受け入れ体制を強化し、観光客の誘致を図ります。

今年度

期間設定なし
主要施策 （１）観光・交流拠点の整備充実、ネットワーク化の推進 ２ 非該当 根拠法令等

総合計画
基本構想(政策) ５．産業が発展するまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （４）観光の振興 １ 該当 平成 平成

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

シート作成日 平成25年6月27日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 阿部　芳郎 シート作成者名 坂東明

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 観光振興事務 事務事業名 観光施設管理事業 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

委員会
指摘事項

当面の
課題

施設の老朽化に伴う修繕費の増加が見込まれます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

実行計画に沿って進めてください。
改革案
と実行
計画

観光客から親しまれる施設を目指して、利便性を考慮した安全で効率的な運営
に努めた事業の推進が必要です。

現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

3 3 2 Ｂ
今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実

有効性 達成度 効率性 総合評価
4 3 3 2 Ｂ 4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 コスト削減を目標に監理業務を
抑制しています。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 快適な施設を目指し、修繕及び
管理業務を実施したことにより、
良好な状態に保たれています。２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 施設等を良好な状態に保つこと
により、誰でも安心して利用でき
る状態になっています。２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

利用者が快適に利用できるよう
市が管理する必要があります。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 23 － 10 7

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 7 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 721 713 705

0.100 588
臨時･嘱託職種人件費（Ｂ）

正職員工数･経費 0.100 604 0.100 596

臨時･嘱託工数･経費 0.000 0 0.000

一 般 財 源 117 117 117
計（Ａ） 117 117 117

0 0
その他特定財源 0 0 0

0 0 0
県 支 出 金 0 0 0
地 方 債 0

観光費
平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成 25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 商工費 商工費
年度予算 備考

直接事業費

国 庫 支 出 金

実績
目標
実績
目標

1 1 1 1
実績 1 1

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

除草・清掃回数／年 回
目標

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
公園内の除草・清掃

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

公園の利用者

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 レクリエーション・市民の憩いの場として、市民が快適で楽しく利用できる環境づくりに努めます。

今年度

期間設定なし
主要施策 （１）観光・交流拠点の整備充実、ネットワーク化の推進 ２ 非該当 根拠法令等

総合計画
基本構想(政策) ５．産業が発展するまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （４）観光の振興 １ 該当 平成 平成

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

シート作成日 平成25年6月27日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 阿部　芳郎 シート作成者名 坂東明

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 観光振興事業 事務事業名 公園（他に属さない）及び広場の管理補助金 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

委員会
指摘事項

当面の
課題

施設の老朽化に伴う修繕費の増加が見込まれます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

実行計画に沿って進めてください。
改革案
と実行
計画

市民から親しまれる公園を目指して、利便性を考慮した安全で効率的な運営に
努めた事業の推進が必要です。

現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

3 3 2 Ｂ
今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実

有効性 達成度 効率性 総合評価
4 3 3 2 Ｂ 4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 コスト削減を目標に補助金を抑
制しています。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 安全な公園を目指し、施設等の
除草（清掃）作業を実施したこと
により、良好な状態に保たれて
います。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 施設等を良好な状態に保つこと
により、誰でも安心して利用でき
る状態になっています。２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

利用者が快適に利用できるよう
市が管理する必要があります。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 23 － 11 6

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 7 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 6,257 6,211 6,658

0.150 882
臨時･嘱託職種人件費（Ｂ）

正職員工数･経費 0.150 907 0.150 894

臨時･嘱託工数･経費 0.000 0 0.000

一 般 財 源 5,350 5,317 5,776
計（Ａ） 5,350 5,317 5,776

0 0
その他特定財源 0 0 0

0 0 0
県 支 出 金 0 0 0
地 方 債 0

観光費
平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成 25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 商工費 商工費
年度予算 備考

直接事業費

国 庫 支 出 金

12 12
実績 12 12

清掃回数／年 回
目標 12 12

8 8
実績 8 8

遊具の点検回数／年 回
目標 8 8

3 3 3 3
実績 3 3

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

除草回数／年 回
目標

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
公園内の除草

公園内の清掃

遊具の点検

トイレの清掃

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

観光客、市民

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 市内観光施設の維持管理などを行うことにより、受け入れ体制を強化し、観光客の誘致を図ります。

今年度

期間設定なし
主要施策 （１）観光・交流拠点の整備充実、ネットワーク化の推進 ２ 非該当 根拠法令等 阿波市土柱自然公園及び阿波市休養村ふれあい公園の設置及び管理に関する条例

総合計画
基本構想(政策) ５．産業が発展するまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （４）観光の振興 １ 該当 平成 平成

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

シート作成日 平成25年6月27日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 阿部　芳郎 シート作成者名 坂東明

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 観光振興事業 事務事業名 公園（他に属さない）及び公衆トイレの管理委託料 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

委員会
指摘事項

当面の
課題

施設の老朽化に伴う修繕費の増加が見込まれます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

実行計画に沿って進めてください。
改革案
と実行
計画

観光客・市民が快適に利用できる施設を目指して、利便性を考慮した安全で効
率的な運営に努めた事業の推進が必要です。

現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

3 3 4 Ａ
今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実

有効性 達成度 効率性 総合評価
4 3 3 4 Ａ 4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 コスト削減を目標に管理委託業
務費を抑制しています。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 清掃作業を管理業務委託にした
ことにより、良好な状態に保たれ
ています。２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 施設等を良好な状態に保つこと
により、誰でも安心して利用でき
る状態になっています。２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

利用者が快適に利用できるよう
市が管理する必要があります。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 23 － 12 7

17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 7 項 1 目 3

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 1,704 1,683 1,663

0.250 1,470
臨時･嘱託職種人件費（Ｂ）

正職員工数･経費 0.250 1,511 0.250 1,490

臨時･嘱託工数･経費 0.000 0 0.000

一 般 財 源 193 193 193
計（Ａ） 193 193 193

その他特定財源

県 支 出 金
地 方 債

消費者行政推進費
平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成 25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 商工費 商工費
年度予算 備考

直接事業費

国 庫 支 出 金

実績
目標
実績
目標

200 100 100 ↑
実績 120 110

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

安心・安全料理講習会、講
演会数

情報提供する場への参加
者数

人
目標

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
消費生活展の開催を支援します。

消費者相談業務の支援をします。

安心、安全料理講習会、講演会の開催を支援します。

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

消費者・市内４地区各消費者協会

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 市民の健全な暮らしや生活の向上、消費者問題意識の高揚及び消費者トラブルの防止を目的とします。

今年度 市民の健全な暮らしや生活の向上、消費者問題意識の高揚及び消費者トラブルの防止を目的とします。

期間設定なし
主要施策 （１）消費者教育・啓発の推進 ２ 非該当 根拠法令等

総合計画
基本構想(政策) ２．安全・安心のまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （９）消費者対策の充実 １ 該当 平成 平成

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

シート作成日 平成25年6月27日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 阿部　芳郎 シート作成者名 妹尾千恵子

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 消費者行政推進事務 事務事業名 消費者協会支援事業 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

委員会
指摘事項

当面の
課題

近年高齢者の消費者トラブルが増加しています。消費者啓発活動を実施する消
費者協会会員の資質や能力の向上、意識改革が必要です。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

実行計画に沿って進めてください。
改革案
と実行
計画

消費者トラブル防止と適切な対応のため、徳島県消費者生活情報センター等関
係機関との連携を図り、周知を行います。

現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

4 3 3 Ａ
今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実

有効性 達成度 効率性 総合評価
3 4 2 3 Ｂ 3

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 消費者団体の研修、講演会の
参加等により地域の消費者啓発
が実践されています。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 消費者１人ひとりが社会を構成
する一員としての自覚を持ち行
動できるよう啓発活動を推進し
ています。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 安心・安全な消費生活を営むた
めに有効です。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

消費生活を取り巻く社会経済状
況の変化、消費者のライフスタイ
ルの多様化に伴い、製品事故や
契約トラブルなど消費者に不安
を与える事例が多く発生してい
ます。知識の普及啓発のため必
要です。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 23 － 13 7

17 年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 7 項 1 目 4

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 1,874 1,848 1,823

0.310 1,823
臨時･嘱託職種人件費（Ｂ）

正職員工数･経費 0.310 1,874 0.310 1,848

臨時･嘱託工数･経費 0.000 0 0.000

一 般 財 源
計（Ａ） 0 0 0

その他特定財源

県 支 出 金
地 方 債

工業団地管理費
平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成 25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 商工費 商工費
年度予算 備考

直接事業費

国 庫 支 出 金

実績
目標
実績
目標

1 1 1 1
実績 0 0

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

県営西長峰工業団地 区画販売 社
目標

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
県担当部局との情報共有

土成工業団地連絡協議会との連携

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

工業団地進出企業

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 西長峰工業団地への誘致

今年度 早期誘致を目指す。

期間設定なし
主要施策 （３）企業誘致の推進 ２ 非該当 根拠法令等

総合計画
基本構想(政策) ５．産業が発展するまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （３）工業の振興 １ 該当 平成 平成

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

シート作成日 平成25年6月28日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 阿部　芳郎 シート作成者名 坂東　秀和

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 工業団地管理事務 事務事業名 工業団地誘致事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

委員会
指摘事項

当面の
課題

景気低迷による企業進出の低下や海外へのシフト。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

県と連携し、情報の発信と収集をはかり、企業誘致の促進に努めてください。
改革案
と実行
計画

東日本大震災後の会社のニーズの動向などの情報収集を行い、今後の施策に
活かす必要があります。

現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

4 4 4 Ａ
今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実

有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 2 4 Ａ 4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 県担当課と連携を取りながら推
進しる事が一番効率的です。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 県担当課の企業誘致説明会に
参加したり、土成工業団地企業
連絡協議会において意見を伺い
ましたが、企業誘致には繋がっ
ていません。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 西長峰工業団地は県営であるこ
とから県担当部局との連携が有
効です。２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

市の活性化・雇用の確保を図る
上でも西長峰工業団地への誘
致活動は継続して進める必要が
あります。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 23 － 14 6

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 7 項 1 目 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 5,155 7,086 5,107

0.300 1,764
臨時･嘱託職種人件費（Ｂ）

正職員工数･経費 0.300 1,813 0.300 1,788

臨時･嘱託工数･経費 0.000 0 0.000

一 般 財 源 1,142 3,098 1,143
計（Ａ） 3,342 5,298 3,343

その他特定財源

県 支 出 金 2,200 2,200 2,200
地 方 債

道の駅管理費
平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成 25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 商工費 商工費
年度予算 備考

直接事業費

国 庫 支 出 金

実績
目標
実績

人
目標

25000 25000 25000 30000
実績 26326 23611

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

道の駅「どなり」利用者数 実績報告書 人
目標

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
道の駅「どなり」駐車場清掃業務及び周辺樹木等の剪定作業

情報提供の充実

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

道路利用者及び市民

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 道路利用者や市民などの利便性の向上及び道の駅としての情報提供の充実

今年度

期間設定なし
主要施策 （１）観光・交流拠点の整備充実、ネットワーク化の推進 ２ 非該当 根拠法令等

総合計画
基本構想(政策) ５．産業が発展するまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （４）観光の振興 １ 該当 平成 平成

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

シート作成日 平成25年6月27日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 阿部芳郎 シート作成者名 吉兼徹

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 道の駅管理事務 事務事業名 道の駅管理事務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

委員会
指摘事項

当面の
課題

利用率を上げるため、施設のＰＲを促進をしたいと考えます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

指定管理者と連携し、効率的な管理運営に努めてください。
改革案
と実行
計画

ＨＰや紙媒体のメディアなどを利用し周知に努めます。

現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

4 3 2 Ｂ
今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実

有効性 達成度 効率性 総合評価
3 4 3 2 Ｂ 3

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 県との管理委託契約のため評
価できません。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 利用者のニーズに合ったものを
設定し利用者の向上を図りたい
と考えます。２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 道の駅としての機能は十分達成
できています。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

道路利用者や市民の交流施設
としての利用促進を進めなけれ
ばならないと考えます。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 23 － 15 6

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 7 項 1 目 5

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 4,913 4,888 4,864

0.300 1,764
臨時･嘱託職種人件費（Ｂ）

正職員工数･経費 0.300 1,813 0.300 1,788

臨時･嘱託工数･経費 0.000 0 0.000

一 般 財 源 3,100 3,100 3,100
計（Ａ） 3,100 3,100 3,100

その他特定財源

県 支 出 金
地 方 債

道の駅管理費
平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成 25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 商工費 商工費
年度予算 備考

直接事業費

国 庫 支 出 金

実績
目標
実績
目標

25,000 25,000 25,000 30,000
実績 26,326 23,611

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

来館者数 月次報告書 人
目標

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
道の駅「どなり」内にある土成地域資源活力工房（もてなしの館）の管理運営業務

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

道の駅「どなり」内にある土成地域資源活力工房（餐の館）

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 道路利用者・観光客・地域住民の利便性の向上及び市内観光の拠点とした施設を目指します。

今年度

期間設定なし
主要施策 （２）新たな観光・交流の場の創出 ２ 非該当 根拠法令等

総合計画
基本構想(政策) ５．産業が発展するまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （４）観光の振興 １ 該当 平成 平成

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

シート作成日 平成25年6月27日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 阿部芳郎 シート作成者名 吉兼徹

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 道の駅管理事務 事務事業名 土成地域資源活力工房指定管理業務 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

委員会
指摘事項

当面の
課題

ギャラリースペースや施設全体を利用し地域産業の活性化ができるよう施設の
利用方法を検討したいと考えます。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

指定管理者と連携し、効率的な管理運営に努めてください。
改革案
と実行
計画

ＨＰや情報メディア等を利用し、施設利用者の向上を図っていきます。

現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

4 3 2 Ｂ
今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実

有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 1 Ｂ 4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 民間のノウハウを活かしながら、
公的施設であるため、コスト削減
のバランスを取りたいと考えま
す。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 指定管理者に来館者数の向上
に努めれるよう、自主事業を積
極的に行うよう進めていきたいと
考えます。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 今後も指定管理者制度による運
営が必要です。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

道路利用者や地域住民のニー
ズを把握し、地域活性化の拠点
となるよう有効利用したいと考え
ます。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 23 － 16 6

年 ～ 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 7 項 1 目 6

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 86,846 12,182 5,528

0.400 2,353
臨時･嘱託職種人件費（Ｂ）

正職員工数･経費 0.400 2,418 0.400 2,384

臨時･嘱託工数･経費 0.000 0 0.000

一 般 財 源 83,740 8,461 1,375
計（Ａ） 84,428 9,798 3,175

0
その他特定財源 688 1,337 1,800

0 0
県 支 出 金 0 0
地 方 債 0

温泉センター費
平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成 25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 一般会計 商工費 商工費
年度予算 備考

直接事業費

国 庫 支 出 金

実績
目標
実績
目標

休館 60000
実績 休館 67289

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

入浴者 利用者数把握 人
目標

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
浴場施設の提供

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

利用者

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 施設の適正な管理を行うことにより、利用者の利便性を図ります。

今年度

期間設定なし
主要施策 （１）観光・交流拠点の整備充実、ネットワーク化の推進 ２ 非該当 根拠法令等 土柱休養村センターの設置及び管理に関する条例

総合計画
基本構想(政策) ５．産業が発展するまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （４）観光の振興 １ 該当 平成 平成

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

シート作成日 平成25年6月27日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 阿部　芳郎 シート作成者名 坂東明

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 温泉センター費 事務事業名 土柱休養村センター管理運営事業 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

委員会
指摘事項

当面の
課題

施設のPR並びにサービスの向上を図ります。

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

指定管理者と連携し、施設の管理運営に努めてください。
改革案
と実行
計画

ホームページやパンフレットなどを利用して施設のPRを行います。

現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

4 3 3 Ａ
今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実

有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 4 Ａ 4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 平成２４年度より、民間業者を指
定管理者に選定し運営を行って
います。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 利用者のニーズに合ったものを
設定し、利用者の増加を図りた
いと考えます。２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 憩いの場並びに癒しの場として
市内外から多くの方が訪れてい
ます。２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

市民の交流並びに健康増進の
施設としての利用促進をすすめ
ています。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

Ｎｏ． 23 － 17 8

24 年 ～ 28 年

①
②
③
④
⑤

23 24 25

款 7 項 1 目 2

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

人 千円 人 千円 人 千円

人 千円 人 千円 人 千円

千円 千円 千円

0 0.000 0
全体事業費（Ａ＋Ｂ） 0 7,664 2,562

0.000 0
臨時･嘱託職種人件費（Ｂ）

正職員工数･経費 0.000 0 0.300 1,788

臨時･嘱託工数･経費 0.000 0 0.000

一 般 財 源 4,936 2,562
計（Ａ） 0 5,876 2,562

その他特定財源

平成24年度より開始　25年度予
算は補正対応を予定しています。県 支 出 金 940

地 方 債

観光費
平成 23 年度決算 平成 24 年度決算 平成 25

Ｄ
Ｏ

予算費目 会　　計 商工費 商工費
年度予算 備考

直接事業費

国 庫 支 出 金

実績
目標
実績

糖尿病死亡率の減少
目標
実績

年度 平成 年度 平成 年度 最終目標

数値目標
（事業の目的
及び活動内
容の達成度
を測る指標）

指標名 計算式又は指標設定理由 単位 平成

観光客の増加
目標

事業の
活動内容

具体的にどのような活動を行いますか。（主なもの５つまで）
整備計画の策定

市道沿いを中心とした桜等の植樹

拠点の整備

事業の
対象・目的

対象（誰を、
何を）

観光客及び市民

目的（どうい
う状態にし
たいのか）

最終的 観光客の増加及び市民の健康増進

今年度 拠点への植樹

期間設定なし
主要施策 （４）花とみどりのまちづくりの推進 ２ 非該当 根拠法令等

総合計画
基本構想(政策) ３．美しい環境のまちづくり 実施計画 事業の開始・終了
基本計画(施策) （５）公園・緑地の整備 １ 該当 平成 平成

事業運営方法
１ 直営 ３ 全部委託

２ ハード事業 ４ 施設の維持管理 ６ 内部管理事務・その他 ２ 一部委託 ４ 補助等

シート作成日 平成25年6月28日
部局名 産業経済部 課名 商工観光課 主務課長名 阿部　芳郎 シート作成者名 坂東　秀和

Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ

基本事務事業名 観光振興事務 事務事業名 やすらぎ空間整備事業 公的関与

事業区分
１ ソフト事業 ３ 経常的事務事業 ５ 補助金・負担金・支援



阿波市全庁評価シート　平成24年度実施事業対象

委員会
指摘事項

当面の
課題

財源の確保

二次評価での指摘事項及び一次評価との相違点

改革案
と実行
計画

財政部局と協議し、新たな補助事業の確保を目指します。

現状維持 方法改善 民間委託等
縮小 統合/終期設定 廃止/休止 縮小 統合/終期設定 廃止/休止

4 4 4 Ａ
今後の
方向性

拡大・充実 現状維持 方法改善 民間委託等 拡大・充実

有効性 達成度 効率性 総合評価
4 4 3 4 Ａ 4

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

一次評価 二次評価

評価点 必要性 有効性 達成度 効率性 総合評価 必要性

３．予算・人員と成果の関係で、実施手段等を見直す余地がある。

４．電子化や契約方法の変更などによりコスト削減の余地がある。

２．他の実施主体のノウハウや新たな制度を活用できる。

４．目標設定に対して十分に目標を達成していると思う。

効
率
性

１．効果に比べてコストが高い。 苗木は各種事業で要望、添え木
も間伐材を利用するなどコスト削
減を意識した取り組みを継続し
ます。

達
成
度

１．目標設定に対して進捗状況が劣っていると思う。 昨年度、多くの方に参加頂き植
樹と共に事業の周知ができまし
た。今後は拠点の整備に必要な
財源の確保に努め、事業を推進
します。

２．目標設定に対して成果があまり上がっていないと思う。

３．目標設定に対して概ね目標を達成していると思う。

４．事業の継続をしても成果の向上が期待できない。

３．市が実施する施策の中で類似・重複した事務事業が存在する。

有
効
性

１．施策の目的を実現するために、事業内容が必ずしも適切とはいえない。 一人でも多くの人に携わってい
ただくことが重要です。事業の目
的達成のためにもは事業を継続
して行うことが有効です。

２．事業内容のマンネリ化など、施策への貢献度が著しく高いとはいえない。

４．住民ニーズの低下がみられたり、近隣自治体と比較してニーズを
　　上回るサービスとなっている。

２．厳しい財政状況の中、次年度以降実施する緊急性が認められない。

３．住民満足度の向上のために、現在の手段、方法等の改善の余地がある。

Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

チェック項目 一次評価 一次評価の説明 二次評価

必
要
性

１．市が実施しなくても、公平性・公正性が確保できる等、他の実施
　　主体があり、事業を廃止・休止しても影響は大きくない。

阿波市観光の振興及び高い糖
尿病死亡率を改善するため、市
民の健康づくりに取り組むことは
必要性を感じますが、財源の確
保が課題です。

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　目標に比べて劣っている

　あまり上がっていない

　概ね達成している

　十分達成している

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　いえない 　いえる

　いえない 　いえる

　する 　しない

　できない 　できる

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　ない 　ある

　ある 　ない

　少ない 　大きい

　いる 　いない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない

　高い 　適当

　できる 　できない

　ある 　ない

　ある 　ない


